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Basedonacomputablegeneralequilibrium

(CGE)modelorThailand,thispaperquanti-

tatively evaluatesthe impactson theThai

economycausedbysuchexternalandinternal

shocksasoilprlCeChanges,缶scalandfinancial

policies,taxpoliciesIstructuralandtechnolog･

icalchanges,and so on,from thepointOf

view orcomparativestaticsin 1982. Results

aresummarized asten implicationsforthe

Thaieconomy.
TheCGEmodelorThailandhasthreema_

JOrCharacteristics.First,themodelintegrates
realand 五mancialsectorsto determine the

Ⅰ は じ め に

本稿の目的は,実物部門と金融部門が統合

されたタイ経済の CGE(ComputableGen-

eralEquilibrium)モデルに基 づ き,石油

価格の変化や財政 ･金融 ･為替政策あるいは

*本稿は,昭和61年度文部省科学研究費補助金報告

S (M.Ezaki,ed.DevelopmentPlanningand
policiesinASEAN Countries)所収の拙稿 (HA

CGEAnalysisortheThaiEconomy")を翻

訳 ･縮約したものである｡モデルの体系を含むよ

り詳細な説明･分析に関しては,上記の英語論文

を参照されたい｡この研究の一部は,筆者が科研
費海外調査の一環でタイ国滞在中 (1985年11月

～1986年3月),チュラロンコソ大学社会研究所

(CUSRI)との間の共同研究として実施された｡

absolutelevelorprlCeS･ Secondナthemodel

endogenously determinesthe exchange rate,

covering£Ⅹed,partially flexible,and com･

pletelyaexibleexchangeratesystems.Third,

themodelformulatesthelabormarketalonga

linesimilartodualisticdevelopmenttheories,

dividingltintoformaland informalsectors･

Thisisacondensedversionorthepaperin

Englishwith thesametitleIWhich appeared

in M.Ezaki,ed. Development Planning and
Policiest'n ASEAN Countries,CSEAS,Kyoto
Univ.,March1987.Seetheorlglnalpaperfor
details.

産業 ･技術構造の変化 といった内外のシ ョッ

クがタイ経済に与えるインパ ク トを,産業 と

マクロの両 レベルで量的かつ整合的に評価す

ることにある｡

CGE モデルは,開発問題や開発政策を数

量的に評価 ･分析す る手段 として,世界銀行

等を中心に開発途上国-広 く適用 されつつあ

ただし,本稿に関する全責任は筆者にある｡タイ

国滞在中,研究遂行上の諸々の援助と協力を頂い

た CUSRIの Warin所長と Kitti氏,経済社

会開発庁(NESDB)国民所得課のスタッフ諸氏,

タマサート大学経済学部の Sukanya女史,岡山
大学教育学部の二宮正司氏に対し,心からの謝意

を表したい｡
**京都大学東南アジア研究センター ;TheCenter

forSoutheastAsianStudies,KyotoUniver-

sity
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るモデル分析の一手法で あ る｡ それは,過

常,一般均衡型多部門モデルの形態 を とる

が,一般均衡理論とその数学的解法の進展お

よび計算機の発達に伴って,1970年代初頭か

ら開発途上国研究に適用 され 始めた｡ 当初

紘,所得分酉己の問題が主要な分析対象であっ

た が,二度の オイル ･ショックを経る過程

で,構造調整の問題に分析の重点が移 りつつ

ある｡1)

東南アジア諸国を対象とする CGE 研究

紘,未だ充分一般的であるとは言えない｡し

かし,タイの場合は例外で,タイ経済を対象

とする研究例は10に近く,その分析対象も多

岐にわたる｡例えば,構造調整問題を扱った

[Drud,Grais,and Vujovic 1982] と
[Grais1984],産業別の政策介入を分析する

[AmranandandGrais1984]や [Center

forWorldFoodStudies1984],所得分配

問題を対象とする [Nijathaworn1983],エ

ネルギー問題を分析した [CUSRI1985]と

[NESDB 1985],短中期の予測分析を試み

た TDRIモデル,中期の最適化問題を扱っ

た [Kharasand Shishido1985]等 が そ

の代表例であろう｡

タイ経済については,このように,既に数

多くの CGE モデルが利用可能な状況にあ

る｡そこに新しいモデルを更に一つ追加する

理由として,本稿のモデルが持つ基本的特色

を3点ほど強調しておきたい｡

第-に,本稿のモデルは,実物部門と金融

部門が統合 され た多部門一般均衡体系 で あ

り,金融的側面を明示的に導入することによ

り,価格の絶対水準を内生的に決定する｡従

って,産業別生産や GDP 成長といった実

1)CGE研究の包括的な展望を試みている [Ro-
binson 1986]を参照｡[Devarajan,Lewis,
andRobinson1986]にリストされているよう
に,開発途上国を対象として膨大な数の CGE
研究がなされているO世銀CGEモデルのサ-
ベイと評価については [SandersonandWill
liamson1984]を見よ｡
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物的側面のみならず,インフレ等の貨幣的側

面の分析をも可能にする｡ 実物部門と金融部

門の統合は,CGE 研究の分野で未だ充分に

経験が蓄積されていない領域であり,本稿の

分析はこの領域における一つの新しい試みで

ある｡2)ただし,タイ国においては,各種金

融資産の制度部門別ス トック･データが不完

全なため,フロー ･データに依拠する最も単

純な定式化が金融部門に対して採用された｡

第二に,本稿のモデルは,部分的な変動相

場制を標準ケースにして,為替 レー トを内生

的に決定する｡ 固定相場制や完全変動相場制

を,その特殊ケースとしてカバー出来ること

は言 うまでもない｡ただし,モデルのベンチ

･マークとして1982年が選択されたが,タイ

における現実の外国為替制度は,1981年 7月

まで20-21B/Sの部分変動相場制,1981年 7

月から1984年11月までは 23B/Sの固定相場

刺,1984年11月以降は 27B/S前後の部分変

動相場制である｡3)

第三に,本稿のモデルにおける労働市場は,

二重経済論 ([Lewis 1954], [Jorgenson

1961],[FeiandRanis1964],そして広

い 意 味 で は,[Kelley and Williamson

1984]) の枠組に沿って作成されている｡ す

なわも,労働市場は,フォーマルとインフォ

ーマルの2種類に分割され,フォーマル労働

の超過供給はインフォーマル市場-スピル ･

オー/:-し,逆に,フォーマル労働の超過需

要はインフォーマル市場からリクルー トされ

るとい う意味で,インフォーマル労働がクッ

ションの役割を果たすと想定されている｡た

だし,データ制約のため,フォーマル労働は

雇用者 ･被雇用者に,インフォーマル労働は

2)CGE研究における金融的側面の重要性につい
ては, [Dervis,DeMelo,and Robinson
1982:150-152]を参照せよ｡ 日本経済を対象
とする塀似の試みについては,[Ezaki1986]
を見よ｡
3) タイ国の外国為替制度については,[Amranand
1985]を参照せよ｡
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個人業主 ･家族従業者に対応

づけられた｡4)

Ⅱ モデルの基本的枠組

とデータ

本稿のモデルは,タイ経済

を,4種煩の主要市場で構成

される市場経済 として把握す

る (表 1参照)0 4主要市場

とは,19の産業 よりなる生産

物市場,2種塀の労働よりな

る労働市場,5種類の金融資

産 よりな る金融市 場,お よ

び,米 ドルに関す る外国為替

市場である｡そ して,これら

の市場は,個人 ･法人 ･政府

･金融機関 ･外国の5制度部

門 (表 2参照)における収入

と支出を通 じて,互いに リン

クされる｡

生産物市場に関す るデータ

は,1982年投入産出表 (IO

表 と略称)に基づ く｡主とし

て58部門表を使用 したが,原

油 ･天然ガスの産業に関連 し

て,180部門表 も補完的に利

用された｡ 労働市場に関する

データは,1982年の労働力調

査 (Lf､Sと略称)に基づ く｡

産業別就業形態別に分供され

た就業統計が年 2回 (1月～

3月と7月～9月)利用可能

であるが,ここでは,両者を

蓑1 市場の種塀とその構成

生産物市場 (19の産業)
IO コード(58部門) IO コード(16部門)

Ⅹ1 :米 1

Ⅹ2 :その他農作物 2-8

Ⅹ3 :畜産,林 ･漁業 9-ll

Ⅹ4 :鉱業 (Ⅹ5を除く) (12),13,14

Ⅹ5 :原油 ･天然ガス (12)[031]**

Ⅹ6 :食品加工

Ⅹ7 :ゴム製品

Ⅹ8 :石油製品

Ⅹ9 :化学 ･非金属

Ⅹ10:金属 ･磯枕

Ⅹ11:その他製造業

Ⅹ12:公益

Ⅹ13:建設

Ⅹ14:卸売 ･小売

Ⅹ15:運輸 ･通信

Ⅹ16;金融 ･保険

Ⅹ17:公共サービス

Ⅹ18:その他サービス

X19:分類不明

15-22

31

30

27-29,32-34

35-41

23-26,42-44

4

4

4

5

LT)
LJ
LL7
5

5

7

9

1

9J
6

0

00

6

8

4

4

r.-LLJl.nLL')4'⊃
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(1)

(1)

(2)

(2)

3

(7)

(7)

(7),8

9
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12
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＼)
′
)

)

4

tn

LLJ
LL'
6

1

1

1

1

1

qLH-
nLl-
"Ⅶ
p

労働市場 (2種炉の労働) :
LFS就業形態

LF:フォーマル労働 雇用者および政府 ･民間の被雇用者

Ll:インフォーマル労働 個人業主 ･家族従業者

金融資産市場 (5種塀の金融資産) :

FM :広義の貨幣

FG :国公債

FL :借入 ･貸出

FO :他国内資産

FF :対外純資産

FN :金融資産純額

FFA コード(B.IorB.ⅠⅠ)

1,2

3

5.ト5.3,5.7

4,5.5-5･6,5.8-5.10,5.13,5.14

5.ll,5.12

(B.ⅠⅠⅠ)

外国為替市場 (唯一穐塀の外国為替) :

S:米ドル表示の外国為替

(注) 10-投入産出表 (1982年),Lf■S-労働力調査 (1982年),

FFA-資金循環表 (1982年)o**印は180部門のIO コードo

4) この対応関係は,インドネシアのインフォーマ
ル･セクターを分析する際に,[Anantaand

Tjiptoherijanto 1985]によって採用されたア
プローチであるO労働移動とインフォーマル･

セクターの一般論については [Meier1984:

Ch.llⅠ],[渡辺 1986:第4章],[鳥居;横田
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1981]を,フィリピンについては [ILO 1974:

Ch.5]を,タイについては [鳥居 1976]を見

よ｡タイ国における1970年代から1980年代初頭

にかけての労働力と雇用問題に関しては,[Ni-

tungkorn1985]により詳細なサーベイと分析

がなされている｡
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蓑2 制度部門の分類

H :家計 ･非営利団体 ･個人企業

C :民間法人企業 ･公営企業 (金融機関を除く)

G :中央および地方政府

B :金融検閲(中央銀行 ･商業銀行 ･政府貯蓄銀行･金融会社等)

W :その他世界

蓑3 金融資産と負債の増減 (フロー)

資 産

(H)(C)(G)(B)

(FM , )FMHFMc - F-MB

(FG,fo) FGHFGc - FGB

負 債

(H)(C)(G)(B)

- * *
FMoFMB
- *
FGo -

* * M *
(FL,fL) - - - FTLB FLHFLc FLo -

(FO,Fo) FOH - F-00 -

(FF言 F) - FTi'cFFGFFB

(FN,)

*
FOc

*
FOB

FNHFNc FNoFNB

(荏) モデルでは,利子率は全て外生的に所与であり,金融

資産の各市場は数量調整によってクリアされると想定

されている｡この裏は,金融資産と負債のほとんどが

各制度部門に対して純額で定義されているという点で

実際の資金循環表に正確に対応している訳ではない｡

平均することにより年データを算出 した｡

1982年における年平均の失業率は2.9%であ

る｡モデルでは,失業者は全てインフォーマ

ル部門に所属すると想定された｡個人業主 ･

家族従業者で定義されるインフォーマル部門

の労賃は,帰属計算されね ばな らない｡ 第

1,2,14以外の各産業に対 しては,インフ

ォーマル労働の平均賃金は,雇用者 ･被雇用

者で定義されるフォーマル労働の平均賃金に

等 しいと想定された｡例外となった上記 3産

業においては,インフォーマル労働が圧倒的

に多数であるため,その平均賃金は,全 く悪

意的に,フォーマル部門の半分 (1/2)であ

ると想定された｡5)

金融市場に関するデータは,1982年の資金

5) フォーマル部門と同じ水準で帰属計算を行なっ
た場合,これら3産業における帰属労賃控除後

の営業余剰はマイナスになる｡
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循環表 (FFA と略称)に基づ く｡

同表はフロー ･データで記述され,

ス トック･データを欠 く｡従って,

モデルの金融資産は,フロー ･デー

タの不安定性を出来るだけ回避する

とい う理由で,高度に集計されると

同時 に純額で定義 され た (表 3参

照)｡ 諸市場を リンクする部分,つ

ま り,制度部門の所得支出勘定に関

するデータは,国民所得統計 (NIS

と暗称)お よび資金循環表 に基づ

く｡ 以上の各種データ ･ソースに関

連する問題 として,IO データ と

NIS データとの間の乗離がかな り

大きく,また,NISデータと FFA

データについても同様である点を指

摘 しておきたい｡モデルは,これら

データ ･ソース間のギャップを無視

しながら,IO データと比較可能な

結果に帰着するようデザインされて

いる｡

市場経済を構成する諸市場で,需

給バ ランスがどのようにして達成 され るか

は,CGE もしくは一般均衡分析の出発点と

なる問題である｡ 需給バ ランスの達成方法 と

して,価格調整と数量調整の2種類が考えら

れる｡価格調整においては,価格が伸縮的に

変動することにより,需要と供給の均衡が確

保される｡ 数量調整においては,価格は市場

外で決められ,需要量もしくは供給量が調整

的に変動することにより,需給バランスが確

保される｡表4は,本稿のモデルで採用され

た需給バ ランスの達成法を,各市場毎に要約

する｡ 同表か ら明らかな ように, モデルで

は,原則 として価格調整による需給バランス

の達成が想定され た が,金融市場に対 して

ほ,単純化されたフロー ･モデルに基づ く数

量調整が想定されている｡
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表4 市場における需給バランスの達成方法

生産物市場 (19の産業に対応する財 ･サービス:Xi)

Ⅹ1 (栄) 価格 (pl)調整

Ⅹ2 (その他農作物) 価格 (p2)調整

Ⅹ3 (畜産,林 ･漁業) 価格 (p3)調整

Ⅹ4 (鉱業,Ⅹ5を除く)

Ⅹ5 (原油 ･天然ガス)

Ⅹ6 (食品加工)

Ⅹ7 (ゴム製品)

Ⅹ8 (石油製品)

Ⅹ9 (化学 ･非金属)

Ⅹ10(金属 ･機械)

Xll(その他製造業)

Ⅹ12(公益)

Ⅹ13(建設)

Ⅹ14(卸売 ･小売)

Ⅹ15(運輸 ･通信)

Ⅹ16(金融 ･保険)

Ⅹ17(公共サービス)

X18(その他サ-ビス)

Ⅹ19(分類不明)

数量 (Ⅹ4)調整 [p4は世界価格にリンク]

数量 (Ⅹ5,M5)調整 [p5は輸入価格に1)ソク]

価格 (p6)調整

数量 (Ⅹ7)調整 [p7は世界価格にリング]

数量 (Ⅹ8,M8)調整[p8は政府がコントロール]
価格 (p9)調整

価格 (plo)調整

価格 (pll)調整

数量 (Ⅹ12)調整 [p12は政府がコントロール]

価格 (p13)調整

価格 (p14)調整

価格 (p15)調整

価格 (p16)調整

数量 (Ⅹ17)調整[p17はコスト･マークアップ]

価格 (p18)調整

数量 (Ⅹ19)調整[p19はコスト･マークアップ]

労働市場 (フォ-マルとイソフォ-マルに2分された労働 :LF,LI)

LF(フォーマル労働) 名目賃金 (WF)は下方硬直的O需給バランスは

供給側の量調整により達成｡超過供給分はイソフ

ォ-マル部門に溶出｡超過需要分はインフォ-マ

ル部門より調達されるが,ある限度を越えると名

目賃金が上昇開始｡

LI(インフォーマル労働) 名目賃金 (WI)は下方硬直的｡需給ノミランスは供

給側の量調整により達成｡超過供給は失業として

実現｡失業の解消と同時に名目賃金が上昇を開始｡

金融資産市場 (5種類の金融資産フp- :F･)

FM (広義の貨幣) 価格は既知｡ワルラス法則により需給バランスを達成｡

FG (国公債) 利子率は所与｡資産需要側 (金融機関)の数量詞整｡

FL (借入 ･貸出) 利子率は所与｡負債供給側(家計･個人企業)の数量調整｡

FO (他国内資産) 利子率は所与｡負債供給側 (金融壊閑)の数量調整｡

FF (対外純資産) 利子率は所与｡外国の需給行動は無限に弾力的と想定｡

外国為替市場 (唯一種塀の外国為替 ‥S)

等(米 ドル) 為替レ-ト(ER)が一定の範囲内で伸縮的に変動することによ

り需給バラ./スを達成 (価格調整).為替レ-トが上限 もしく

は下限に達した場合は,資本流出入による数量調整｡

(荏)Xi,Mi,Piは,それぞれ,産業 iの生産量,輸入量,国内価格である｡
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Ⅱ モデルの構造

モデルの方程式体系

と変数記号の リス トは

省略す る｡6) パラメー

タ値 (シェア,比率,

定数項 ,弾性値)は,

ほぼ全て,IO,LftS,

NIS,FFA より,直

接あるいは間接に導か

れて いる｡7) 相対的に

簡単な手続 きでパラメ

ータの推定がなされて

いるが,これは,モデ

ルの行動方程式や技術

関係式が最 も単純な形

で定式化された ことに

よる｡ 以下 ,基本的な

特徴 と単純化の仮定に

重点を置きなが ら,メ

6) 方程式体系を始めと

するモデルの構造の

詳細な説明について

は,前述の科研費報

告書における英文拙

稿を参照されたい｡

7) 唯一の例外は輸出需

要の価格弾性値で,

それは窓意的に全て

の産業で1.0と設定

された｡この弾性値
を0.5と2.0にセット

した場合のsensitiv-

ity testが試み ら
れたが,比較静学結

果に大きな差異は見

受けられないし,少

なくとも,符号が逆

転するようなことは

ない｡オイル･ショ

ックの sensltlVlty

testについては,前

述の英文拙稿におけ

るTable16を参照｡
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イ ･モデルの構造について略述して お きた

い｡

[ワルラス法則]モデルは一般均衡体系と

呼ばれているが,価格調整でなく数量調整が

想定されている市場が存在す る とい う意味

で,必ずしも純粋の一般均衡体系とはなって

いない｡しかしながら,価格調整が想定され

た市場に対しては,ワルラス法則に至る集計

的恒等関係 (いわゆる予算制約式)が厳密に

成立する｡ 従って,全ての需給均衡式が独立

した制約条件になる訳ではなく,その中の一

つは余分な条件式として落とされねばならな

い｡このモデルでは,広義の貨幣 (FM)に

関する需給均衡式が非独立の条件として省略

されている｡ 貨幣の価格は既知(単位の価格)

であるから,他の全ての市場で需給均衡を保

証する価格は,絶対水準で決められた均衡価

格に帰着すると考えてよい｡8)

[生産物市場]生産物の供給は生産関数に

よって決定 され る｡原則 として,中間投入

は固定係数,一次投入要素 (資本と労働)紘

Cobb-Douglas という混合型の産業別生産

関数が想定された｡ここで,Cobb･Douglas

関数の定数項は,技術進歩と資本蓄積の2要

素を結合する形で定義された点に注意してお

こう｡これは,産業別資本ス トックのデータ

が欠如 している状況下で採られた,一時的な

便法である｡

[労働市場]労働は,全て,相対賃金率に

基づ く効率単位で評価されている｡フォーマ

ル ･インフォーマル両部門間の相対賃金は市

場条件によって変動し得るが,産業間の相対

賃金は各部門内で一定である｡ フォ-マルと

インフォーマルの両部門に対 し,原則 と し

て,限界条件から導かれる産業別労働需要関

8) モデルは,もちろん,貨幣の需給均衡式を落と
して解かれている｡Gauss･Seidel法を使って,
1万分の1の収束条件の下で得られた解は,有
効数字3-4桁まで,貨幣の需給に関する等合
関係を保証している｡

500

数が設定された｡9)他方,労働の供給は,両

部門とも外生である｡前に述べたように,フ

ォーマル労働の超過供給はインフォーマル部

門に溢出し,フォーマル労働の超過需要はイ

ンフォーマル部門から調達されるとい う意味

で,インフォーマル部門はフォーマル部門に

対してクッションの役割を果たすと想定され

ている｡10)両部門の貨幣賃金率は下方のみに

硬直的 (現実の賃金を最低賃金水準に等置)

であ り,賃金上昇の可能性は除外されていな

い｡例えば,正のショックが充分大きく,労

働市場がタイ トにな り,市場をクリアすべく

価格調整が始まる場合には,多分,まずフォ

ーマル労働の賃金が,次にインフォーマル労

働の賃金が上昇することになるだ ろ う｡ 逆

に,負のショックの場合は,賃金はその最低

水準で動かず,失業は持続かつ増大すること

になる｡

[金融市場]資産あるいは負債選択のため

の行動方程式は,貯蓄あるいは投資額に比例

する形の,最も単純な定式化が採用された｡

制度部門別のス トック･データが利用可能に

な り次第,利子率の導入を含め,より精綾な

モデル体系に改定されねばならない｡政府部

門 (G)の金融資産と負債の多くは外生変数

である｡ 他方,金融部門 (B)のほとんどの

変数は,数量調整の想定の下で,需給バラン

ス式から導かれている｡ただし,ローン供給

9) もし,IO 表で,フォーマルな産業とインフォ
ーマルな産業を直接区別できるなら,インフォ
ーマル部門の労働需要を導出する原理として
は,労働の限界生産性 (利潤最大化の仮定)よ
りも労働の平均生産性 (所得シェアリングの仮
定)の方がより適切になるだろう｡[Kelley
andWilliamson1984]では,イ ンフォーマル
なサービス生産に対して所得シェアリングが,
農業生産に対しては利潤最大化が想定されてい
る｡

10)[Sussangkarn1983]は,タイの労働市場に対
して同じ仮定を採用しているが,彼のモデルで
は,インフォーマル労働市場は完全に競争的で
あり,市場は伸縮的な賃金によってクリアされ
ると考えられている｡

-200-



江崎:石油価格･財政金融政策･構造変イヒのマクロ･イン/{クト

は例外で,外生変数とみなされている｡これ

は,ローン需要における家計もしくは個人企

業部門 (H)のクラウディング･アウトを仮
定し,同部門による需要側からの数量調整を

想定したことによる｡

[外国為替市場]モデルは,部分変動相場

制を標準的ケースとみなしており,為替レー

トは,中J亡ル ー ト(ERG,外生)からの最大
乗離率 (0) で決められる固定額域内に留ま

ると想定されている｡ しかしながら,♂-0.0

の場合が固定相場制 に,♂-1.0の場合が完

全変動相場制に対応するという点で,モデル

は3種類の外国為替制度を平等に処理できる

と言ってよい｡為替 レー トが上限もしくは下

限に一致するときは,金融部門 (B)の対外

純資産 (FFB) を通じる数量調整が仮定され

ている｡ 他方,為替レー トが上下限内で ドル

に対する需給を均衡させる水準に決まるとき

には,金融部門の対外純資産は外生変数とみ

なされる｡両ケースで,対応する外国部門の

需給行動は,無限に弾力的である｡

[合成財 (CompositeGoods)]モデルで

は,原則として,国内財と輸入財は同質でな

く,代替関係にある｡ いわゆる Armington

方式に従って,両財は合成財に集計され,こ

の合成財に対して国内需要が生じ,そこから

国内財に対する需要と輸入財に対する需要が

生じる｡ 合成関数として Cobb-Douglas型

が採用され,費用最少化の限界条件を使っ

て,各産業における両財の需要関数が導出さ

れた｡11)

[消費関数と投資関数]家計部門の消費関

数は,貯蓄率一定という最も単純な形 で あ

り,家計消費の総額は,Cobb-Douglas型

の効用関数を仮定 して,産業間で配分 され

た｡このモデルは,投資関数を明示的に含ま

ll)このアプローチおよび対応する実物部門の枠組
は,[Dervis,DeMelo,andRobinson1982:
Ch.7]に負っている｡

ず,個人および法人部門の投資量は,もっぱ

ら,資金の利用可能額によって決定される｡

この投資需要は固定比率で産業間に配分され

る｡政府の消費と投資は,実質で外生である｡

Ⅳ モデルの含意 (1982年の比較静学)

上述タイ経済の CGE モデルは,1982年

における比較静学分析に適用され,石油価格

の変化や財政 ･金融 ･為替政策あるいは産業

構造の変化といった内外のショックのタイ経

済に与えるインパクトが,産業とマクロの両

レベルで量的に評価された｡比較静学の結果

とそのインプ1)ケーショソは,産業レベルの

生産と価格,ならびに,マクロ･レベルの成

長 ･福祉 ･物価 ･国際収支 ･雇用 (いわば,

macro fundamentals) に焦点を当てなが

ら,以下で要約される｡ ただし,ここでの比

較静学は,均衡点から均衡点への調整過程が

捨象されているという意味では中期,資本ス

トックが固定されているという意味では短期

の分析である点に充分注意されたい｡

Ⅳ.1 石油価格の変化 (表5,表6)

ショックは,ドル建て石油輸入価格 (外生

変数 :PWM5)のみならず,それと連動する

石油精製産業および公益産業の国内価格 (外

生変数 :PD8,PD12) に対しても,費用構造

に応じて与えられた｡結果は,異なる外国為

替制度 (固定相場制,部分変動相場制,完全

変動相場制)の下で,マクロ基本指標(表5)

および産業別の生産と価格(表6)に対するイ

ンパクト(%)の形でまとめられている｡両表

から得られる石油価格変化に関するモデルの

インプリケーションは以下の通 りである｡12)

12)外的ショックの吸収という点で,1970年代から
1980年代前半におけるタイ経済のパフォ-マン
スは,極めて良好であった｡Balassaの方法

(decompositionanalysis)に基づ く [鳥越
1986]の分析を参照｡
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表5 石油価格変化のマクロ･インパクト(比較静学,1982年) (%)

ショック: ドル建て石油価格 20% 減 ドル建て石油価格 20% 増

為替相場制 : 固定相場 部分変動 完全変動 固定相場 部分変動 完全変動

GDP (実質 GDP)

CH (実質民間消費)

PGDP (GDPデフレーク)

PCH (消費デフレーク)

FW (資本流入,経常赤字)

LF (フォーマル雇用)

LI (インフォーマル雇用)

FM * (貨幣供給)

ER (為替レート,B/S)
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(江) 数値は,ショックを与えられた時の解が標準的な解から帝離する割合 (%)を示す｡ショック

は,費用構造に応じて,石油製品の価格 (15%)と公益産業の価格 (9%)にも与えられてい

る｡部分変動相場制は,為替相場が中心レートから上下各2%の限度内で伸縮的な場合を指す0

表6 石油価格変化の産業別インパクト(比較静学,1982年) (%)

生産量 ドル建て石油価格 20%減 価格 ドル建て石油価格 20%減
(産 業) 7xBi3

固定相場 部分変動 完全変動 ＼‥ノ 固定相場 部分変動 完全変動

(栄)

(その他農作物)

(畜･林 ･漁)

(鉱業)

(原油･ガス)

(食品加工)

(ゴム製品)

(石油製品)

(化学 ･非金属)

(金属･機械)

(その他製造業)

(公益)

(建設)

(卸売･小売)

(運輸･通信)

(金融 ･保険)

(公共サービス)

(その他サ)

(分類不明)
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0.2 0.0 -0.7

0.4 -0.0 -1.5

0.6 0.1 -1.4

0.0 -2.1 -8.5

-20.0 -21.7 -26.8

0.4 -0.2 -1.8

0.0 -2.1 -8.5

-15.0 -15.0 -15.0

0.0 -0.9 -3.6

0.2 -0.9 -4.3

0.2 -0.5 -2.7

-9.0 -9.0 -9.0

0.3 -0.1 -1.3

0.5 0.2 -0.8

-2.8 -3.3 -4.8

1.2 0.9 -0.5

-0.1 -0.2 -0.4

0.5 0.1 -I.3

-0.5 -1.2 -3.5

(注) 数値は,表5の注に同じく,ショック解の帝離率である.

(1) 石油価格の下落(逝オイル ･ショック) で好ましい結果をもたらす｡それは,成長を

紘,マクロ･レベルのタイ経済に,全ての点 促進 し (実質 GDP),福祉を高め (実質民
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間消費), インフレを

抑制 し (消費デフレー

タ),13)国際収支を改善

し (経常赤字もしくは

資本流入),雇用 を促

進する (フォーマルと

イン フォーマ ル の 雇

表7 財政政策のマクロ･インパクト(比較静学,1982年) (%)

ショック: 政府投資 100億バーツ増 間接税 100億バ-ツ液税

為替相場制 : 部分変動(上下限±2%) 部分変動(上下限±2%)

財 源 ･･ ∋痘外調達 国内調達 港外調達 国内調達

GDP (実質 GDP)

CH (実質民間消費)

PGDP(GDPデフレータ)

用)｡石油価格上昇(オ PCH (消費デフレ-タ)

イル ･ショック)の場 FW (資本流入,経常赤字)
LF (フォーマル雇用)

LI (インフォーマル雇用)
合はその道である｡

(2) 逆オイル ･ショ FM* (貨幣供給)

ックは,各産業の生産 ER (為替レ-r)

量に正のインパ クトを

与える｡その度合は,

各産業の費用構造と需

要構造に依存する｡ -
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(注) 数値は,表5と同じくショック解の帝離率を示す｡投資増 100億バー

ツは,政府投資の約24%,GDPの約1.1%に相当する｡また,間接税
率の各産業一律 15%引き下げが,ほぼ100億バーツの減税に相当す
る｡海外調達は,政府が 100偉バーツ相当額を海外から借り入れる場

合を,国内調達は,100億バーツの国債発行を行う場合を意味する｡

ネ ル ギ ー 多消費産業

(例えば,石油精製,電気 ･ガス,運輸 ･通

宿)は,コス ト低減から価格低下そして需要

増のルー トを通 じる生産の伸びが大きい｡ま

た,消費依存度の高い産業(食品加工,商業)

や投資依存度の高い産業 (建設)は,所得と

貯蓄の増加を通 じる需要増により,その生産

を大きく伸ばす｡変動相場制の下では,この

内需効果の上に,バーツ高傾向による輸出入

需要変動の効果が追加される｡

(3) 生産物価格は,固定相場制の下では,

石油価格が下落する場合においてさえ,多く

の産業で上昇傾向を示す｡ これに対する一つ

の解釈は,逆オイル ･ショックの影響下で,

タイ経済は超過需要の傾向 (つま り,需要の

成長が供給の成長 より速 くなる僚向)を持つ

とい うことであろ う｡ しかしながら,為替相

場が変動制の場合には,道オイル ･ショック

は,バーツ高による輸出需要の減少,輸入需

要の増加, (バーツ建て) 輸入価格の低下を

13)GDPデフレ-タは,その定義から理解される
ように,輸入価格の変化のような外的ショック
の場合には,インフレあるいはディス･インフ

レの指標として必ずしも適切なものではない｡

通 じて,ほとんど全ての産業でその生産物価

格を低下させる｡

(4) 逆オイル ･ショックがマクロレベルに

与えるインパクトの度合は,外国為替制度が

固定相場制か,部分変動相場制か,完全な変

動相場制かによって,成長 ･雇用 ･国際収支

の場合は順次小さくな り,逆に,福祉 ･イン

フレの場合は順次大きくなる｡また,各産業

の生産に与えるインパクトは前者,生産物価

格に与えるインパクトは後者となっている｡

オイル ･ショックの場合はその道である｡従

って,変動相場制は固定相場制に比べ,成長

･雇用 ･国際収支 ･産業別生産に対しては安

定化要因,福祉 ･インフレ･生産物価格に対

しては不安定化要因になると考えられる｡

Ⅳ.2 財政 ･租税政策 (表 7)

ショックは,政府の財政 ･租税手段 (実質

政府消費:Co,実質政府投資:IG,間接税率:

tdl,関税率 :tml)に対し,100億バーツある

いはそれに近似的に相当す る規模で,独立

もしくは政府の国債発行 (FGo*)に対するシ
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エツクと抱き合わせる

形で与えられた｡独立

のショックは,支出増

や減税財源の海外調達

(政府の海外からの借

入れ)を意味し,国債

発行との抱き合わせシ

ョックは,財源の国内

東南アジア研究 25巻3号

蓑8 構造変化のマクロ･インパクト(比較静学,1982年)

ショック(固定相場制) :
IO_(8_2) IO(82)の諸係数を以下の値で置換

基準解 alj(75) scHl(75) sll(75) IO(75)

scQl(75) sJl(75)

GDP (実質 GDP) 886923.7

CH (実質民間消費) 598661.9

PGDP(GDPデフレーク) 0.9983
PCH (消費デフレーク) 0.9998

調達 (国内民間部門か FW (資本流入,経常赤字)54945.2

らの借入れ)に対応す LF (フォーマル雇用) 6960.2

る｡表 7は,マクロ基 LI (インフォーマル雇用)18319･8

本指標に対する投資増 ruL (失業率) 2･90

と間接税減税のインパ

クトを掲げるのみであ

るが,政府の財政 ･租

税措置に関するイソプ

リケ-ショ･/は,一般

に,以下のように要約

されてよいだろう｡14)
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(注)数値は,ショック解が基準解から帝離する割合 (%)を示す｡ただし,
失業率は,ショック解の水準値｡ショックに関連する簡略記号は以下
の通り｡
IO(82)-1982年の投入産出表｡IO(75)-1975年の投入産出表｡
aり(75)-1975年における中間投入係数 (1982年価格表示の実質)｡
scHl(75),scot(75)-1975年における民間消費(名目)と政府消費 (実

質)の産業別シェア｡
sll(75),sJl(75)-1975年における固定資本投資 (実質)と在庫投資

(実質)の産業別シェア｡

(5) 政府消費の拡大

紘,公共サービス産業の拡大 (Ⅹ17)を通じ

て,マクロ･レベルの雇用 ･成長 ･福祉を増

進させると同時に,各産業の生産をも増大さ

せる｡ 政府投資の拡大は,建設産業の拡大

(Ⅹ13)を通じて,塀似の効果を持つが,そ

の度合は相対的に小さい｡モデルによれは,

政府消費の GDP乗数は1.7であるが,政府

投資のそれは1.2となっている｡

(6) 間接税率の全産業一律の引下げは,政

府支出拡大の場合とほぼ同じインパクトを与

える.一律引下げの場合には,特定の産業が

特に大きなインパクトを受けるという事態は

生じない｡間接税減税と政府支出増との間の

重要な差異は,前者のインフォーマル雇用創

出効果が相対的に大きいという点であろう｡

他方,関税率の一律引下げは,恐らくは輸入

競争により,特定の産業に影響が強く出ると

14)結果の詳細については,前述英文の拙稿†こおけ
るTablelO～Table12を参腺されたい｡
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共に,産業とマクロの両レベルにおける物価

水準を押し下げる僚向を持つ｡

(7) 政府の財政政策は,支出増にせよ減税

にせよ,成長 ･福祉 ･雇用の各水準を高め,

国際収支を悪化させる方向でマクロ経済に影

響を及ぼす｡インフレになるか物価下落を引

き起こすかは,財政政策の種掛 こ依存する｡

しかしながら,財政政策がマクロ基本指標に

与えるインパクトの度合や内容は,支出増や

減税の財源を内に求める (国債発行)か外に

求める (海外借款)かにより,かなり違って

くる｡財政資金の国内調達は,海外調達に比

べ,成長 ･国際収支 ･雇用 (特にインフォー

マル部門の雇用)の面でより好ましいが,宿

祉 ･インフレの面では逆である｡

Ⅳ.3投入 ･支出構造の変化 (表8,表9)

このモデルでは,1982年 IO 表の中間投

入係数 (al一,実質)は,技術的パラメータと
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して外生的に処理され

ている｡ 同様に,家計

消費支出の産業別シェ

ア (scHl,名目),政府

消費支出の産業別シェ

ア (scol,実質),固定

蓑9 投入･支出構造の変化とオイル･ショック(比較静学,1982年)(%)

シ ョック
(固定相場):

投 入 ･
支出構造 :

資本形成および在庫投 GDP (実質 GDP)
CH (実質民間消費)

PGDP(GDPデフレ-タ)

IO(92)

ドル建て石油価格 20%増

IO(82)の諸系数を以下の値で置換

ail(75)scrll(75) slI(75) IO(75)
scol(75) sJl(75)

資の産業別シェア (sll

とsJl,実質)も構造的 pcH (消費デフレーク)

パラメータとみなされ FW (資本流入,経常赤字)

ている｡従って,1982 LF

年 IO 表における上 LI

記の投入 ･支出係数を

1975年のそれで置き換

え れ ば,1975年 から

1982年にかけての構造

rUL
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(荏) 数値は,ショック解が基準解から帝離する割合(%)を示す｡ただし,
失業率に関する値は帝離の水準である｡ショックは,費用構造に応じ
て,石油製品の価格 (15%)と公益産業の価格 (9%)にも与えられ
ている｡構造に関連する簡略記号については表6の注を参照｡

変化の影響を量的に把

握することが出来るはずである｡ 対応する比

較静学の結果は,マクロ基本指標についての

衣,表 8に掲げられている｡15)表 9は,異な

る 10 構造の下でのオイルショックの比較

静学を示す｡両表から得られる構造変化に関

連するインプリケーションは以下の通 り｡

(8) もし1982年の技術構造 (中間投入係数

al一)が1975年の それと同じであった 場合 に

は,1982年におけるタイ経済の成長 ･福祉 ･

雇用 (インフォーマル部門)はより高水準で

あっただろう｡ これは,1975年から1982年ま

でのタイ経済においては,成長 ･福祉 ･イン

フォーマル雇用を抑制する方向で,技術構造

が変化したことを意味する｡このような変化

の主要な理由は表10から推測可能である｡ 同

表は,製造業における中間投入比率の低下傾

向を,他方で,一次産業とサービス産業なら

15)実質の1975年 IO 表 (1982年価格表示)は,
1975年原表 (NESDB,IDEandNSO,"In-
put一〇utputTableorThailand,1975")をイ
ソフレートして推定された｡インフレータは,
HNationalAccountsorThailand: 1970-

1984''から採られた｡

ぴに全産業平均における中間投入比率の増加

傾向を 明示している｡ つまり,1975年 から

1982年にかけて,製造業においては中間投入

財から一次生産要素 (資本と労働)-の代替

が,その他の産業では逆に一次要素から中間

財-の代替が生 じ,結果として,全経済 レベ

ルでは,インフォーマル雇用を減らし,フォ

ーマル雇用を増やし,所得 ･消費 ･成長を抑

制する型の技術構造に帰着したと考えてよい

だろう｡

(9) もし1982年の支出係数 (消費の産業別

シェア (scHl,Scot)あるいは投資の産業別シ

ェア (sll,SJl))が 1975年の状態と同じであ

った場合,1982年におけるタイ経済の成長 ･

福祉 ･フォーマル雇用はより低水準,インフ

ォーマル雇用はより高水準となった で あ ろ

う｡ 言い換えると,1975年から1982年にかけ

て,タイ経済の支出構造は,成長 ･福祉 ･フ

ォーマル雇用促進的,インフォーマル雇用抑

制的に推移したことになる｡その直接的な理

由は,表10に見られるように,家計消費にお

ける製造業と近代的サービス産業のシェアの
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蓑10 投入 ･支出構造の変化 (1975-1982年)

中間投入比率 民間消費の 政府消費の 固定資本形成の
産業別シェア 産業別シェア 産業別シェア

1982 1975 1975 1982 1975 1975 1982 1975 1975 1982 1975 1975

産業 名目 実質 名目 実質 名目 実質 名目 実質

1 .220* .142 .179 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000

2 .239* .163 .188 .049 .077* .070 .000 .002 .001* .000 .000 .000

3 .394* .343 .329 .067* .058 .059 .000 .001 .001 .003* .002 .002

4 .251* .170 .213 .000 .001* .001 .000 .000 .000 .000 .000 .000

5 .082* .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000

6 .692 .687 .751* .197 .245* .205 .001 .005 .004* .000 .000 .000

7 .726* .619 .654 .002 .003* .003 .000 .002 .002* .000 .001 .001*

8 .776 .754 .933* .014* .006 .010 .007 .028 .042* .000 .000 .000

9 .624 .602 .632* .042* .031 .032 .005 .014 .013* .001 .001 .001

10 .704 .700 .724* .054* .037 .037 .018 .035 .033* .301 .335 .316*

11 .642 .627 .657* .094* .091 .088 .010 .048 .043* .015 .017 .015

12 .583 .571 .651* .009* .008 .010 .009* .005 .006 .000 .000 .000

13 .645* .632 .617 .006* .005 .005 .009 .012 .012* .610* .555 .569

14 .201* .170 .159 .132 .148* .169 .006 .025 .027* .061 .078 .084*

15 .590* .454 .494 .111* .062 .073 .048* .038 .042 .009 .010 .012*

16 .171 .201 .200* .024* .014 .015 .010 .034 .035* .000 .000 .000

17 .095 .098 .100* .041* .033 .035 .865* .720 .708 .000 .000 .000

18 .405* .344 .327 .156 .179* .187 .008 .027 .027* .000 .000 .000

19 1.000 1.000 .976 .002 .001 .001 .002 .004 .004 .000 .000 .000

全産業 .488* .440 .461 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

(荏)名目は,1975年価格の名目シェアを,実質は,1982年価格の実質シェアを意味する｡*印は,
1982年と1975年を比較して,大きなシェアの方に付されている.実質の1975年投入産出表

(1982年価格表示)紘,産業別の付加価値デフレーク (国民所得統計)に基づき,名目表を
インフレートして推計された｡

増大 (ただ し,政府消費は相殺要田)および

固定資本形成における建設業のシェアの増大

に求められる｡

80)オイル ･ショックがタイ経済に与える
インパクトについて,マクロ基本指標で見る

限 り,異なる技術 ･支出構造 (1975年 と1982

年のそれ)の間に,大きな差異は見受けられ

ない｡一つの解釈は,この期間にエネルギー

節約の努力がなされたに しても,それは,少

な くとも全経済 レベルでは,実質的な成果に

帰結するようなものではなかったとい うこと

iこなろ う｡16)

16)日本経済の場合,CGEモデルに基づく類似の
分析によれば,1975年から1982年にかけて,オ

506

Ⅴ む す び

ここでその概要を提示 され た タイ経済の

CGE モデルは,開発上の諸々の問題を,産

業とマクロの両 レベルで整合的に分析できる

とい う長所を持つ｡ これは,タイ国における

国民経済計算体系 (投入産出表 ･国民所得統

計 ･資本循環表 より構成される SNA)の方
法論的枠組 とデータを基盤にして,モデルの

イル･ショックの負のインパクトをかなり和ら

げる (逆にいえば,逆オイル･ショックのベネ
フィットも小さくする)方向で技術 ･産業構造

の変化が生じている｡
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構築がなされているか らである｡タイ国で

は,残念ながら,物的資本と金融資産に関す

るストック勘定の整備が,未だ不十分 で あ

る｡従って,モデルの適用は1982年の比較静

学分析に限定されたが,そこから,前節で要

約されているように,石油価格の変化,財政

･金融政策,構造変化に関するインプリケー

ションが10点ばか り導出 され た｡現モデル

紘,静学的かつ単純化された定式化という限

界はあるが,国民経済のほぼ全ての側面に配

慮しながら,市場経済としてのタイ経済の動

きを把握し分析できる点で,広範問の応用可

能性があるように思われる｡

本稿の分析は,タイ経済 (およびアセアン

諸国経済)を対象とする今後のCGE研究に

ついて,三つの可能な研究方向を示唆する｡

(1)類似モデルに基づく東南アジア諸国間の国

際比較分析 (かなり詳細な産業分類による比

較静学の国際比較),(2)部門集計度の高いモ

デルによる特定の開発問題に焦点をしぼった

長期 の動学的分析 (例えば,[Kelley and

Williamson 1984]に よる人 口移動 ･都市

成長分析),そして,(3)部門集計度の高い国

別モデルを貿易と資本取引の両者で リンクし

た環太平洋モデルによる国際的相互依存の分

析と projection｡17)本稿の研究は,タイお

よびアセアン諸国経済に対する上記研究課題

の一つの出発点である｡
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